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理事研究員　阮　蔚

Ｅコマース企業の参入で激変する中国生鮮食品市場

める発想である。
18年３月に盒馬鮮生を視察して驚いたのは、

海鮮、野菜などの新鮮さと果物、食肉も含め
た商品全体の価格の安さである。それが産地
や生産時期の表示などトレーサビリティと組
み合わされ、「安全、安心、お得」という生鮮
食品小売りの重要な要素を満たす形となって
いる。顧客は何回か店舗を訪れ、鮮度や品質
に関する信頼性を確認して、ネットの注文に
転換していく流れとなっている。顧客の平均
購入回数は１か月５回程度で来店とネットの
注文が半々という購入スタイルである。ただ
し、１号店ではネット注文の比率が70%を超
えており、リアル店舗がネット注文の呼び水
となり、ネット主体の購入に移行する姿がう
かがえ、これこそリアル店舗開設の最大の目
的である。
盒馬鮮生は、上海にある15店舗のうち開店

から１年以上たった店舗はすべて黒字化して
いるという。ネット注文には会員になる必要
があり、１店舗当たり20万人の会員を抱え、
上海全体では300万人に達している。単位面積
当たりの売上げは店頭のみの一般的な生鮮ス
ーパーの４～５倍であり、店舗効率は極めて
高いことも注目する必要がある。

2　 コールドチェーン・ビッグデータ・
自動決済
京東の展開する「７Fresh」は、18年１月

に北京に１号店がオープンしたばかりだが、
京東はネットの「京東到家」で生鮮食品のネ

中国の生鮮食品の流通・小売りに激変の兆
しが表れている。Ｅコマース（電子商取引）で
中国トップのアリババと２位の京東（ジンドン
＝JD.com）、中国のSNSトップのテンセントが
そろって海鮮、食肉、青果物など生鮮食品を
強化しているからだ。従来のネット販売に加
え、生鮮食品スーパーの展開にも乗り出し、
ネットとリアルの融合を志向している。生鮮
食品はネット小売りで「未開の大陸」と目さ
れており、ビッグデータやAI（人工知能）の活
用などで、新たな流通革命が起きる可能性が
高まっている。変化の大波は、流通・小売り
にとどまらず、海外生鮮食品の輸入増をもた
らし、それに対抗するため国産農産物の品質
向上、ブランド化、トレーサビリティが促さ
れる可能性がある。日本の農業関係者は中国
で進展する変化を注視する必要があろう。

1　ネット＋リアル店舗で相乗効果発揮
アリババが2016年に上海に１号店を開店し

た生鮮食品スーパー「盒馬鮮生（フーマー・シ
ェンション）」は、来店者が購入商品を持ち帰
るだけでなく、配送を依頼することができ、
さらにネットにシフトして注文・自宅配送し
てもらうことも可能であり、客の多様なニー
ズに対応できる融合型店舗となっている。こ
うした店舗は商業地や住宅地に立地している
ため、配送は３km圏内であれば無料で原則30
分以内で行われる。それよりも遠い場合は有
料だが、90分以内が基本である。すなわち、
店舗を顧客に近い配送拠点として競争力を高
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ット販売を早くから始めており、生鮮食品の
物流基盤ではアリババを上回っている。中国
に324あるとされる100万人都市の大半をカバ
ーする11の大型冷蔵・冷凍倉庫（深冷、冷凍、
冷蔵、チルドの４つの温度帯での管理）と3,300
の冷蔵・冷凍配送センターを全国に整備して
いる。生鮮食材は収穫の当日または翌日に顧
客に配送可能な体制である。京東は日用品、
家電、衣料品などのネット販売でも自社配送
網を構築し、生鮮食品でも物流能力で先行し
ている。アリババは一般のネット通販ではサ
ード・パーティー・ロジスティクス（物流業務
の外部委託）に依存しているが、生鮮食品では
コールドチェーン物流専門企業の「安鮮達（ア
ンシェンダ）」を買収し、基盤としている。
盒馬鮮生、７Freshともに店舗には5,000～

6,000の商品が置かれているが、これらはネッ
ト注文を含めた顧客の購入履歴のビッグデー
タ分析によって得られた売れ筋商品である。
商品の約半分が野菜、海鮮、食肉、乳製品、
果物などであり、そのうち北米産ロブスター、
アラスカ産のカニ、タイ産のエビ、ノルウェ
ー産のサーモン、フランス産のカキ、北海道
産のホタテ、太刀魚などの海鮮や、米国産リ
ンゴ、チリ産チェリーなどの果物はグローバ
ル調達に支えられている。産地からの直輸入
で輸入量も多く、またデータ分析によって廃
棄ロスを減らしているため、例えば米国産チ
ェリー、リンゴであっても米国のスーパーの
店頭価格とほとんど同じであるという。
データ活用は国産野菜ではもっと徹底して

いる。盒馬鮮生では「日日鮮（当日完売）」ブ
ランドの野菜を販売しているが、その商品は
上海市内の店舗向けに上海周辺の８か所の契
約農場から調達している。季節ごとに各野菜
の１日の販売量を予測し、地方政府の力も借
りて、契約農場に対して品種、施肥、生育期

間などを指定し、収穫・出荷をきめ細かく管
理している。盒馬鮮生側では納品時に品質検
査を実施し「日日鮮」ブランドに適合する商
品しか店頭に出さないため人気が高く、夕方
にはほとんど売り切れている。売れ残りが出
そうな場合、夕方に常連客に値引きの告知メ
ールを出し、完売を目指す。データ活用は廃
棄ロスを削減する大きな力となるわけだ。
北京の７Freshでは来店客がスマホで自動

カートとリンクすると、カートが客を追尾し、
客は商品カゴを持たずに店内を動くことがで
きる。支払いは顧客がレジに並ばなくても、
自動カートがバーコードの自動読取りで決済
するレーンに入り、自動決済され、自宅配送
する仕組みも試行されている。訪問した際は
トラブルで稼働していなかったが、世界の流
通業界で注目されている。盒馬鮮生、７Fresh
やテンセントが新たに展開を始めた生鮮食品
スーパー「超級物種（チャオジーウージョン）」
では、決済の大半はアリババ系の支付宝（アリ
ペイ）か、テンセント系の微信支付（ウイチャッ
トペイ）である。生鮮食品スーパーそのものが
勃興する中国のデジタル経済の大きな潮流の
なかにある。

3　デジタル経済の波が日本にも
中国発のネットと店舗の融合型の生鮮食品

小売りは日本にも大きな影響を与えそうだ。
第１に、日本の海鮮、果物、和牛、コメ等は
中国で人気が高く、アリババ、京東などの日
本からの調達がさらに拡大する可能性がある。
第２に、日本でも生鮮食品のリアル店舗とネ
ットの融合が進むのは時間の問題であり、生
鮮食品の生産者はそれに対応する柔軟性が求
められるであろう。デジタル経済の波が日本
の農業、漁業に打ち寄せ始めたと言えよう。

（ルアン　ウエイ）
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